
第２４号議案 

 

   東京都台東区手数料条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

  平成２７年２月６日 

 

              東 京 都 台 東 区 長   

          職務代理者副区長  
 

（提案理由） 

 この案は、手数料を新設する等のため提出します。 

提出者          生  沼  正  篤  



   東京都台東区手数料条例の一部を改正する条例 

 

東京都台東区手数料条例（平成１２年３月台東区条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

 別表第２の２保健衛生の部中６６の３の項を６６の５の項とし、

６６の２の項を６６の４の項とし、６６の項の次に次のように加

える。 

６６の

２ 

医薬品、医療機器

等の品質、有効性

及 び 安 全 性 の 確

保 等 に 関 す る 法

律 第 ３ ９ 条 第 １

項 の 規 定 に 基 づ

く 高 度 管 理 医 療

機 器 等 の 販 売 業

又 は 貸 与 業 の 許

可 の 申 請 に 対 す

る審査  

高度管理医

療機器等販

売業又は貸

与業許可申

請手数料 

３４,１００円 許可申

請のと

き。 

６６の

３ 

医薬品、医療機器

等の品質、有効性

及 び 安 全 性 の 確

保 等 に 関 す る 法

律 第 ３ ９ 条 第 ４

項 の 規 定 に 基 づ

く 高 度 管 理 医 療

機 器 等 の 販 売 業

又 は 貸 与 業 の 許

可 の 更 新 の 申 請

に対する審査  

高度管理医

療機器等販

売業又は貸

与業許可更

新申請手数

料 

１２,４００円 更新申

請のと

き。 

 別表第２の２保健衛生の部７１の項の次に次のように加える。 

７１の

２ 

医薬品、医療機器

等の品質、有効性

及 び 安 全 性 の 確

保 等 に 関 す る 法

律 施 行 令 第 ４ ５

条 第 １ 項 の 規 定

に 基 づ く 高 度 管

理 医 療 機 器 等 の

販 売 業 又 は 貸 与

業 の 許 可 証 の 書

換え交付  

高度管理医

療機器等販

売業又は貸

与業許可証

書換え交付

手数料 

２,４００円 書換え

交付申

請のと

き。 

 別表第２の２保健衛生の部７２の項の次に次のように加える。  



７２の

２ 

医薬品、医療機器

等の品質、有効性

及 び 安 全 性 の 確

保 等 に 関 す る 法

律 施 行 令 第 ４ ６

条 第 １ 項 及 び 第

２ 項 の 規 定 に 基

づ く 高 度 管 理 医

療 機 器 等 の 販 売

業 又 は 貸 与 業 の

許可証の再交付  

高度管理医

療機器等販

売業又は貸

与業許可証

再交付手数

料 

３,４００円 再交付

申請の

とき。 

 別表第２の４建築の部１の項中「確認申請１件」を「、確認申

請１件」に、「第６条第５項に規定する構造計算適合性判定（以下

「構造計算適合性判定」という。）を要する」を「第６条の３第１

項ただし書の規定に基づき、構造計算に関する高度の専門的知識

及び技術を有する者として国土交通省令で定める要件を備える者

（以下「特定建築基準適合判定資格者」という。）である建築主事

が、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第９条の３

に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合

するかどうかの審査（以下「特定建築基準適合審査」という。）を

行う」に、「１の建築物について」を「当該部分ごとに」に、「、

同法」を「加えた額、同法」に、「移転する」を「同一敷地内にお

いて移転する」に、「して建築物を建築」を「して建築物を増築」

に、「移転し」を「同一敷地内において移転し」に改め、同部１の

２の項を次のように改める。 

１の２ 建 築 基 準 法 第 ６

条 第 ４ 項 の 規 定

に 基 づ く 建 築 物

に 関 す る 確 認 の

申 請 に 対 す る 審

査 に 係 る 特 定 建

築基準適合審査 

特定建築基

準適合審査

手数料 

特定建築基準適合審査

手数料の額は、特定建

築基準適合審査を行う

部分の床面積に応じ、

次に掲げる額 

 イ １,０００平方

メートル以内のも

の １５６,００

０円 

 ロ １,０００平方

メートルを超え、

２,０００平方メ

確認申

請のと

き。 



ートル以内のもの 

 ２０９,０００

円 

 ハ ２,０００平方

メートルを超え、

１０,０００平方

メートル以内のも

の ２４０,００

０円 

 ニ １０,０００平

方メートルを超

え、５０,０００平

方メートル以内の

もの ３１９,０

００円 

 ホ ５０,０００平

方メートルを超え

るもの ５８７,

０００円 

別表第２の４建築の部６の項及び９の項中「移転した」を「同

一敷地内において移転した」に、「を移転し」を「を同一敷地内に

おいて移転し」に改め、同部１４の項中「第７条の６第１項第１

号」の次に「又は第２号」を加え、「承認」を「認定」に改め、同

部１４の２の項中「構造計算適合性判定を要する」を「建築基準

法第１８条第４項ただし書の規定に基づき、特定建築基準適合判

定資格者である建築主事が、特定建築基準適合審査を行う」に、

「１の建築物について」を「当該部分ごとに」に、「建築基準法第

８７条の２」を「同法第８７条の２」に、「移転する」を「同一敷

地内において移転する」に、「移転し」を「同一敷地内において移

転し」に改め、同部１４の３の項を次のように改める。 

１４の

３ 

建 築 基 準 法 第 １

８ 条 第 ３ 項 の 規

定 に 基 づ く 建 築

物 に 関 す る 計 画

の 通 知 に 対 す る

審 査 に 係 る 特 定

建 築 基 準 適 合 審

査 

特定建築基

準適合審査

手数料 

特定建築基準適合審査

手数料の額は、特定建

築基準適合審査を行う

部分の床面積に応じ 

、次に掲げる額 

 イ １,０００平方

メートル以内のも

の １５６,００

０円 

 ロ １,０００平方

計画通

知のと

き。 



メートルを超え、

２,０００平方メ

ートル以内のもの 

 ２０９,０００

円 

 ハ ２,０００平方

メートルを超え、

１０,０００平方

メートル以内のも

の ２４０,００

０円 

 ニ １０,０００平

方メートルを超え 

  、５０,０００平方

メートル以内のも

の ３１９,００

０円 

 ホ ５０,０００平

方メートルを超え

るもの ５８７,

０００円 

別表第２の４建築の部１４の８の項中「第１８条第１５項」を

「第１８条第１７項」に、「移転した」を「同一敷地内において移

転した」に、「を移転し」を「を同一敷地内において移転し」に改

め、同部１４の９の項及び１４の１０の項中「第１８条第１５項」

を「第１８条第１７項」に改め、同部１４の１１の項中「第１８

条第１５項」を「第１８条第１７項」に、「移転した」を「同一敷

地内において移転した」に、「を移転し」を「を同一敷地内におい

て移転し」に改め、同部１４の１２の項中「第１８条第１５項」

を「第１８条第１７項」に改め、同部１４の１３の項から１４の

１５の項までの規定中「第１８条第１８項」を「第１８条第２０

項」に改め、同部１４の１６の項中「第１８条第２２項第１号」

を「第１８条第２４項第１号又は第２号」に、「承認」を「認定」

に改め、同部３０の３の項中「第６７条の２第３項第２号」を「第

６７条の３第３項第２号」に改め、同部３０の４の項中「第６７

条の２第５項第２号」を「第６７条の３第５項第２号」に改め、



「  

同部３０の５の項中「第６７条の２第９項第２号」を「第６７条

の３第９項第２号」に改め、同部中４１の４の項を４１の５の項

とし、４１の３の項の次に次のように加える。 

４１の

４ 

建 築 基 準 法 施 行

令 第 １ ３ ７ 条 の

１ ６ 第 ２ 号 の 規

定 に 基 づ く 建 築

物 の 移 転 の 認 定

の 申 請 に 対 す る

審査 

建築物の移

転認定申請

手数料 

２８,０００円 認定申

請のと

き。 

別表第２の４建築の部５１の項中「及び２」を「から３まで」

に、「又は２のイ」を「、２のイ又は３のイ」に、「構造計算適合

性判定を要する」を「特定建築基準適合判定資格者である建築主

事が、特定建築基準適合審査を行う」に、「一の建築物について１

４の３の項」を「当該部分ごとに１の２の項」に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 申請に併せて住宅 

の品質確保の促進等

に関する法律（平成

１１年法律第８１号 

 ）第６条第１項の設

計住宅性能評価書（ 

 同法第５条第１項の

住宅性能評価に係る

部分について長期優

良住宅の普及の促進

に関する法律第６条

第１項第１号に掲げ

る基準に適合し、か

つ、当該住宅性能評

価のうち構造の安定

に関することについ

て建築基準法施行令

第８１条第２項第１

号ロの限界耐力計算

以外の方法により評

価されたものに限る 

 。）が提出された場合 

 イ １００平方メー

トル以内のもの 

１６,０００円 

 ロ １００平方メー 



に改め、  

」  

」を  

 

 

 

 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同部５２の項中「又は２のイからリまで」を「、２のイからリま

で又は３のイからリまで」に、「又は２のイに」を「、２のイ又は

３のイに」に、「構造計算適合性判定を要する」を「特定建築基準

  トルを超え、５０

０平方メートル以

内のもの ５７,

０００円 

 ハ ５００平方メー

トルを超え、１,

０００平方メート

ル以内のもの ９

２,０００円 

 ニ １,０００平方

メートルを超え、

２,５００平方メ

ートル以内のもの 

 １７２,０００

円 

 ホ ２,５００平方

メートルを超え、

５,０００平方メ

ートル以内のもの 

 ２９５,０００

円 

 ヘ ５,０００平方

メートルを超え、

１０,０００平方

メートル以内のも

の ４５５,００

０円 

 ト １０,０００平

方メートルを超え 

  、２０,０００平方

メートル以内のも

の ８２８,００

０円 

 チ ２０,０００平

方メートルを超え 

  、３０,０００平方

メートル以内のも

の １,１３２,０

００円 

 リ ３０,０００平

方メートルを超え

るもの １,３７

３,０００円 

３ １及び２以外の場

合 

２ １以外の場合 



適合判定資格者である建築主事が、特定建築基準適合審査を行う」

に、「一の建築物について１４の３の項」を「当該部分ごとに１の

２の項」に改め、同部５５の項及び５６の項中「構造計算適合性

判定を要する」を「特定建築基準適合判定資格者である建築主事

が、特定建築基準適合審査を行う」に、「一の建築物について１４

の３の項」を「当該部分ごとに１の２の項」に改め、同部に次の

ように加える。 

５７ マ ン シ ョ ン の 建

替 え 等 の 円 滑 化

に関する法律（平

成 １ ４ 年 法 律 第

７８号）第１０５

条 第 １ 項 の 規 定

に 基 づ く 建 築 物

の 容 積 率 に 関 す

る 特 例 の 許 可 の

申 請 に 対 す る 審

査 

要除却認定

マンション

の建替えに

より新たに

建築される

マンション

の容積率の

特例許可申

請手数料 

１６０,０００円 許可申

請のと

き。 

付 則 

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

日から施行する。 

 (１) 別表第２の２保健衛生の部の改正規定並びに同表の４建

築の部５１の項の改正規定（「構造計算適合性判定を要する」

を「特定建築基準適合判定資格者である建築主事が、特定建

築基準適合審査を行う」に、「一の建築物について１４の３の

項」を「当該部分ごとに１の２の項」に改める部分を除く。）、

同部５２の項の改正規定（「構造計算適合性判定を要する」を

「特定建築基準適合判定資格者である建築主事が、特定建築

基準適合審査を行う」に、「一の建築物について１４の３の

項」を「当該部分ごとに１の２の項」に改める部分を除く。）

及び同部に次のように加える改正規定 平成２７年４月１日 



 (２) 前号に掲げる規定以外の規定 平成２７年６月１日 


